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１. 真鶴町の上下水道事業の概況

公共下水道事業の概況

供用開始 2007年

計画行政人口 5,930人

水洗化率 44.08％

下水道普及率 22.18％

日最大計画汚水量 2,460㎥/日

合流分流の別 分流式

終末処理場 なし（隣接処理場へ接続）

ポンプ場 1か所（真鶴中継ポンプ場）

マンホールポンプ場 1か所（横捲マンホールポンプ場）

管渠（汚水） 9,358m

管渠（雨水） 670m

経費回収率 22.49％

水道事業概況

供用開始 1928年

計画給水人口 10,400人

現在給水人口 6,474人

施設能力 9,000㎥/日

施設利用率 32.5％

水源（井戸） 4か所

水源（受水） 1か所

水源（湧水） 1か所

浄水場 1か所（大猿山浄水場）

配水池 9か所

管路延長 約65,000m

基幹管路耐震化率 2.1％

直近の水道料金改定 2026年3月
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１. 真鶴町の上下水道事業の概況

上水道給水区域（町内行政区域全域）
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１. 真鶴町の上下水道事業の概況

中継ポンプ場

公共下水道計画一般図（汚水）
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１. 真鶴町の上下水道事業の概況

公共下水道計画一般図（雨水）
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【ポンプ室・水源・配水池等】

２. 真鶴町の上下水道施設（上水事業）の概要

名称 大猿山浄水場

所在地 真鶴町岩字大猿山839-3

供用開始年月 平成8年3月

概略フロー 塩素消毒のみ

計画浄水量 1,200㎥

【浄水場】 大猿山浄水場浄水池 PC造 1,200m3

岩２号水源浄水池 RC造 25m3

棚子下水源浄水池 RC造 800m3

枇杷窪中継池 RC造 200m3

並松No.1配水池 PC造 600m3

並松No.2配水池 PC造 1,000m3

第１配水池 SUS造 480m3

第３配水池 SUS造 800m3

第４配水池 PC造 500m3

山下配水池 PC造 500m3

用留配水池 RC造 1,500m3

細山第１配水池 RC造 200m3

細山第２配水池 RC造 40m3

大猿山調整槽 RC造 20m3

新島配水池 RC造 150m3

江の浦水源ポンプ室 94.86m2

岩１号ポンプ室 31.4m2

棚子下水源池ポンプ室 12m2

江之浦水源池
深井戸

湧水

1,000m3/日
3,500m3/日

岩１号水源池 深井戸 1,300m3/日

岩２号水源池 深井戸 500㎥/日

棚子下水源池 深井戸 800m3/日
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２. 真鶴町の上下水道施設（上水事業）の概要

江之浦水源 取水ポンプ φ100㎜×0.7㎥/min×65ｍ×18.5kW ×1台

江之浦水源 送水ポンプ φ125㎜×1.57㎥/min×152ｍ×75kW×3台

第3配水池 加圧ポンプ φ40㎜×256L/min×20ｍ×1.5kW ×2台

岩1号水源 取水ポンプ φ80㎜×0.35㎥/min×130.5ｍ×15kW ×1台

岩1号水源 送水ポンプ φ100㎜×1.04㎥/min×63ｍ×22kW×1台

岩2号水源 取水ポンプ φ65㎜×0.3㎥/min×70ｍ×7.5kW ×1台

岩2号水源 送水ポンプ φ80㎜×0.6㎥/min×57ｍ×11kW ×2台

第1配水池 送水ポンプ φ125㎜×1.521㎥/min×50ｍ×22kW ×2台

枇杷窪中継池 送水ポンプ φ 125㎜×2.22㎥/min×36ｍ×22kW×2台

棚子下水源 取水ポンプ φ80㎜×350ℓ/min×100ｍ×18.5kW ×1台

棚子下水源 送水ポンプ φ100×65㎜×514ℓ/min×133ｍ×22kW×2台

【ポンプ設備】水道
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２. 真鶴町の上下水道施設（上水事業）の概要

敷設年度・口径別の管路延長
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[単位:m]
管路区分別口径別延長

導水管 送水管 配水管 その他管路

φ40 0.00 0.00 3,387.10 10.85

φ50 0.00 192.45 10,042.87 21.01

φ65 0.00 0.00 4.07 0.00

φ75 0.00 171.60 12,760.26 47.72

φ80 0.00 0.00 12.67 0.00

φ100 94.24 2,110.45 9,897.21 373.80

φ125 0.00 1,494.56 1,876.11 0.00

φ150 1,556.85 392.67 9,310.81 43.92

φ200 1,423.03 1,995.45 1,320.65 173.38

φ250 731.33 3,499.19 1,354.94 0.00

φ300 0.00 741.76 0.00 0.00

合 計 3,805.44 10,598.13 49,966.66 670.67

総計 65,040.90
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名称 真鶴中継ポンプ場

所在地 神奈川県足柄下郡真鶴町真鶴149番地1

供用開始年月 平成19年3月

概略フロー 流入渠→粗目スクリーン→自動スクリーン→主ポンプ→圧送管渠

排水能力 195㎥/日

現有ポンプ能力 0.95㎥/分×2台

【ポンプ場】下水道

２. 真鶴町の上下水道施設（公共下水道事業）の概要

汚水/雨水 処理区 管路延長 マンホール 公共桝 マンホールポンプ

汚水 真鶴処理区 9,358m 584基 824か所 2台/1か所

雨水
真鶴第一排水区

他3処理区
670m 55基 ー なし

【管路】下水道
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２. 真鶴町の上下水道施設（公共下水道事業）の概要

敷設年度・口径別の管路延長
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近年、中堅職員が大量に退職し、人口減少や

老朽化といった政策課題に対して、専門的知

見を要する業務が停滞。
⇒職員が少ない中でも現行のサービス水準を

長期的に維持できる体制を検討することが

必要です。

ヒト

施設利用率が32.5％

管路更新率0％

管路耐震化率2.1％

⇒施設廃止・送配水管

網の合理化・耐震化な

どの検討が必要です。

モノ

カネ

2026年3月に料金改定を行った。平均58％の改

定が必要であるとしたが、結果として料金改定率

は平均34％と設定された。水道料金は神奈川県

内で最高水準となっているが、見通しでは2030年

に経常収支比率が100％下回る見込み。

⇒当面の間は利益の計上が可能であるが、事業

費用の増加と人口減による料金収入の減少が見

込まれ、料金改定の検討が引き続き必要です。

３. 真鶴町の上下水道事業の課題

公共下水道事業上水事業

下水道普及率22％

管渠老朽化率0％

ポンプ場は19年経過

⇒汚水処理の普及率

向上とポンプ場の機械

電気設備を中心に計画

的な対策が必要です。

公共下水道事業

上水事業

経費回収率（＝下水

道使用料÷汚水処理

費）がR6決算で22％と

著しく低い。⇒普及率

向上に合わせて料金改

定の検討が必要です。
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官民連携事業（PPP）とは、これまで公共が行っていた事業に民間ノウハウを活用することに

より、公共サービスの効率化及び向上を図る取組です。

出典：PPP/PFI推進アクションプラン（令和５年改定版）の概要 Ｐ.１（内閣府）

４. 官民連携事業とは
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上下水道事業においては「職員数の減少」「施設の老朽化」「使用料収入の減少」などの

課題がより深刻化するため、官民連携事業の導入検討が全国で進められています。

出典：ウォーターPPP導入検討の進め方について Ｐ.５（国土交通省） 上述では下水道に対する記載ですが、水道事業でも同様。

５. 上下水道分野における官民連携事業の必要性

官民連携事業 (PPP)
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水の官民連携とは、上水道、工業用水道、下水道などの水インフラ分野における官民連携

手法の取り組みを指します。

６. 水の官民連携の概要

出典：下水道分野における水の官民連携ガイドライン第3.0版【基礎編】 Ｐ.２（国土交通省）

自治体の行う

業務内容の範囲

委託する

業務内容の範囲

水の官民連携として

新たに位置づけ

従来の業務範囲
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６.水の官民連携の概要

・水の官民連携とは官民連携手法のうち、管理・更新一体マネジメント方式（レベル３.５）

とコンセッション方式（レベル４）の総称です。

・令和９年度以降は、緊急輸送道路などの下に埋設されている汚水管の耐震化を除き、

水の官民連携の導入が決定済みであることが交付金の要件とされています。

出典：下水道分野における水の官民連携ガイドライン第3.0版【基礎編】 Ｐ.１（国土交通省）
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要件① 長期契約

要件② 性能発注

契約期間は、企業の参画意欲、地方公共団体の取り組みやすさ、スケールメリット、投資効果の発現、

雇用の安定、人材育成等を総合的に勘案し、原則１０年とします。

性能発注を原則とします。対象施設等の必要な機能や性能を定義し、その達成方法については

受注者の創意工夫に委ねる発注方式です。 例）処理後の水質が管理基準を満たしていること。

要件③ 維持管理と更新の一体マネジメント

要件④ プロフィットシェア

維持管理と更新を一体的に実施する「更新実施型」と更新計画案の策定やコンストラクション

マネジメントにより地方公共団体の更新を支援する「更新支援型」を基本とします。

プロフィットシェアとは、ライフサイクルコストの縮減を促進するため、縮減による利益を官民で分配する

ことです。分配の割合は管理者の任意ですがプロフィットシェアの仕組みを導入することを基本とします。

７. 水の官民連携の４要件について



誰が

これまでの上下水道事業に

関する業務
水の官民連携導入後の業務

それぞれの業種の、それぞれの

企業

いつ 単年度の短期間の契約

どのように 設計図書、仕様書等に基づく

仕様発注中心の業務

何を
維持管理、運転管理、点検

整備、工事などを別々に実施

要件

２

要件

１

要件

３

要件

４

単独企業または複数の企業が作っ

た企業グループ（JV or SPC）

費用縮減分の官民分配

原則１０年間の長期契約

要求水準書に基づく性能発注

中心の業務

複数の業種・業務をまとめて委託

８. 水の官民連携導入による業務の変化
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８. 水の官民連携導入による業務の変化

真鶴町都市基盤課

業務

内容

発注先

契約

方法

委
託
契
約

個別発注 個別発注 個別発注 個別発注 個別発注

設計会社 施工会社
施工会社

維持管理会社
維持管理会社 施工会社

委
託
料

委
託
料

請
負
代
金

設計
整備・改築

維持管理

（点検・調査・修繕）

浄水場・配水池・ポンプ場

維持管理
改築・修繕

請
負
代
金

委
託
料

委
託
契
約

工
事
契
約

工
事
契
約

委
託
契
約

真鶴町では、都市基盤課から各種委託や工事が個別に発注されている

18

計画

業務発注のイメージ（現在）

委
託
料

請
負
代
金

委
託
契
約

工
事
契
約



８. 水の官民連携導入による業務の変化

原則１０年の一括発注

単独企業 or 企業グループ（構成企業：Ａ社、Ｂ社、Ｃ社・・・・・）

委
託
料

業務

内容
維持管理

（点検・調査・修繕）

業務範囲（赤枠の範囲）の官民連携の

事業スキームは本年度検討いたします。

発注先

契約

方法

19

計画

委
託
契
約

業務発注のイメージ（例：更新支援型）

複数の業務内容を複数の企業で構成される企業グループと契約する事業スキームとなります。

真鶴町都市基盤課

浄水場・配水池・ポンプ場

維持管理



８. 水の官民連携導入による業務の変化

原則１０年の一括発注

業務発注のイメージ（例：更新実施型）

単独企業 or 企業グループ（構成企業：Ａ社、Ｂ社、Ｃ社・・・・・）

業務

内容
整備・改築

維持管理

（点検・調査・修繕）

発注先

契約

方法

20

設計

計画

事
業
契
約

委
託
料

複数の業務内容を複数の企業で構成される企業グループと契約する事業スキームとなります。

真鶴町都市基盤課

改築・修繕
浄水場・配水池・ポンプ場

維持管理

業務範囲（赤枠の範囲）の官民連携の

事業スキームは本年度検討いたします。
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９. 本アンケート調査について

今後、水の官民連携に関するアンケート調査を通じて、対象施設および対象業務に関するご意

見を幅広く伺い、それらを事業内容の検討に活用する予定です。

第１回アンケート調査 第２回アンケート調査

目的

市場性調査・参入の意向調査

• 民間事業者の参入意向の確認

• ウォーターPPPへの関心度の把握

• 対象施設や対象業務に対する意見収集

• 想定されるリスクや課題の把握

• 適切な事業期間や契約手法の確認

• 民間が担える業務範囲の確認

公募条件案・リスク分担などの妥当性確認

• 公募条件案の妥当性確認

• リスク分担の確認

• 参入障壁の確認

• 発注単位・業務範囲の調整

• KPIや要求水準の確認

• 事業費・収益性の検証

• 公告資料案への意見聴取

実施

時期

令和８年9月４日（金）

～令和８年9月18日（金）

令和８年10月上旬実施予定

回答期間3週間を想定

調査

内容

①事業スキームに関する意見徴収

②民間事業者の参画意欲の把握

※必要に応じて追加ヒアリングを実施予定

①水の官民連携の事業費用に関する意見徴収

②リスク分担、要求水準書に関する意見徴収

※必要に応じて追加ヒアリングを実施予定
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１０. 施設等の業務範囲について（アンケート調査票３ー８）

業務分類 業務名

全体 統括管理 ー

上水施設

維持管理

運転管理-設備

運転管理-水質

巡回・点検

修繕

その他

改築業務

設計・積算

工事

その他

更新計画案作成 ー

コンストラクションマネジメント（ＣＭ）業務 ー

下水道施設

（ポンプ場

・マンホールポンプ）

維持管理

運転管理-設備

修繕

その他

改築業務

設計

工事

その他

更新計画案作成 ー

コンストラクションマネジメント（ＣＭ）業務 ー

※アンケートではポンプ場とマンホールポンプで分けて解答欄あり
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１０. 管渠の業務範囲について（アンケート調査票３ー８ ）

施設 業務分類 業務名

水道管

汚水管

雨水管

維持管理

巡回・点検

清掃

草刈り等

計画修繕

調査

住民対応等業務

現地調査、対応

清掃等詰まり処理、補修作業

突発修繕

他工事立会

災害対応業務 大雨の際の現地確認等

更新計画案作成 ー

改築業務

設計、積算

改築・更新工事

工事監理

コンストラクションマネジメント（ＣＭ）業務 ー
※アンケートでは水道管と下水管で分けて解答欄あり
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参考資料

１. ウォーターPPPの概要：内閣府

https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf

２. 官民連携（PPP／PFI）の活用：国土交通省

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000585.html

３. 下水道分野における水の官民連携ガイドライン第3.0版（令和８年４月）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001994489.pdf

４. 下水道分野におけるウォーターPPP（主に管理・更新一体マネジメント方式）に関するQ&A（令和６年４月２４日）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001739997.pdf

５. 下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン（案）改正検討会：国土交通省

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000781.html

６. ウォーターPPP導入検討の進め方について

PPP/PFI手法選択ガイドライン令和４年度改定版(パワーポイント版) ＋管理・更新一体マネジメント方式

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001617903.pdf
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⚫ 水の官民連携の導入検討に際し、事業スキームの絞り込みを行うため、第１回アンケー

ト調査へのご協力をお願いいたします。

第１回アンケート調査へのご協力のお願い

• 本調査は、今後の水の官民連携導入の可能性を検討するためのものであり、回答内容が今後の

公募の参加資格等に影響することはございません。

• 本調査への回答内容は、何ら法的な拘束力を持つものではありません。あくまでご記入時点での

      ご意見として承ります。

• 回答いただいた情報は、取扱いには十分注意し、水の官民連携導入に関する検討以外には使用

      いたしません。

• 可能な範囲で回答ください。回答できない項目については、空欄で構いません。

• 回答内容につきましては、個人または法人が特定されない形で、アンケート調査結果の概要版として

公表する可能性がございますのでご了承ください。

• ご記入いただきました調査票は令和８年9月18日17時00分までに真鶴町提出先宛にメールで送付

してください。

• 担当者：中村 光孝 kib_jogesuidokeiei@town.manazuru.kanagawa.jp
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